
第 1 回名古屋競馬経営改革委員会 

 
平成 24 年 4 月 12 日（木） 

午後 2 時から午後 3 時まで 

愛知県三の丸庁舎 ８階 大会議室 

 

 

次  第 

 

１ 挨  拶 

 

２ 委員紹介 

 

３ 座長選出 

 

４ 議  題 

（１）名古屋競馬経営改革委員会運営要領（案）について 

（２）前回実施したあり方懇談会以後の動きについて 

（３）愛知県競馬組合の経営状況について 

（４）その他 



 資料１  

 

名古屋競馬経営改革委員会委員名簿 

 

（五十音順、敬称略） 

氏    名   職        名     等 

 

小 川  光 

 

名古屋大学大学院経済学研究科教授 

 

 

奥 野 信 宏 

中京大学 

理事・総合政策学部教授 

 

 

髙 田 弘 子 

 

 

都市調査室代表 

 

 

永 柳  宏 

 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

研究開発第２部長 

 

 

西 脇 明 典 

 

 

弁護士（労働相談弁護士） 

 

 

古 橋 利 治 

 

名古屋商工会議所 

常務理事・事務局長 

 

 

増 田  護 

 

中日新聞社 

中日スポーツ総局報道部長 
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資料２名古屋競馬経営改革委員会配席図

愛　知　県　職　員　等
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都市調査室代表
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　　　　古　橋　利　治
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資料２
(事務局用）

愛　知　県　職　員　等

事　務　局

委員７名

名古屋競馬経営改革委員会配席図

座　長

名古屋大学大学院経済学研
究科 教授
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 資料３  

名古屋競馬経営改革委員会開催要綱 

（趣旨） 

第１ 名古屋競馬を主催する愛知県競馬組合は、中期振興計画に基づく売上振興策を着

実に実施しているが、景気低迷などの影響から厳しい経営状況にある。このため愛知

県、名古屋市及び豊明市は、構成団体として、外部有識者等に経営改革などを幅広く

検討する名古屋競馬経営改革委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

 

（検討事項） 

第２ 委員会は、次の事項について検討する。 

(1) 名古屋競馬の経営改革について 

(2) その他必要な事項 

 

（委員） 

第３ 委員会は、別表に掲げる委員で構成する。 

２ 委員の任期は、最終の委員会が終了する日までとする。 

 

（座長） 

第４ 委員会には座長を置き、座長は委員の互選とする。 

２ 座長は、委員会を統括する。 

３ 座長が不在の時は、あらかじめ座長の指名する者がその職務を代理する。 

 

（運営） 

第５ 委員会は、座長が招集し、これを主催する。 

２ 座長は、必要があると認められるときは、委員会に委員以外の者の出席を求め、 

 意見を聞くことができる。 

 

（事務局） 

第６ 委員会の事務局は、愛知県農林水産部畜産課内に置く。 

 

（その他） 

第７ この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２４年３月２８日から施行する。 



別表 

 

名古屋競馬経営改革委員会委員名簿 

 

（五十音順、敬称略） 

氏    名   職        名     等 

 

小 川  光 

 

名古屋大学大学院経済学研究科教授 

 

 

奥 野 信 宏 

 

中京大学 

理事・総合政策学部教授 

 

 

髙 田 弘 子 
 

 

都市調査室代表 

 

 

永 柳  宏 
 

三菱ＵＦＪリサーチ＆コンサルティング株式会社 

研究開発第２部長 

 

 

西 脇 明 典 
 

 

弁護士（労働相談弁護士） 

 

 

古 橋 利 治 
 

名古屋商工会議所 

常務理事・事務局長 

 

 

増 田  護 
 

中日新聞社 

中日スポーツ総局報道部長 

 

 

                                                      



資料４  

名古屋競馬経営改革委員会運営要領（案） 

 

１ 委員会の開催 

(1) 委員会は、原則として公開とする。ただし、審議会等の基本的取り扱いに関する

要綱第８条第１項（１）、（２）に該当し、非公開とするときは、その都度委員会

において決定する。 

(2) 委員会の傍聴については、別途座長が定めるところにより、認めるものとする。 

ただし、前記（１）に基づき非公開とするときは、認めないものとする。 

(3) 委員会の議事概要については、議事録及び会議資料を愛知県農林水産部畜産課の

ホームページで公表する。 

また、委員会の議事録については、愛知県農林水産部畜産課、名古屋市財政局財

政部資金課及び豊明市行政経営部財政課が保管し、情報公開については、それぞれ

の構成団体の情報公開条例を踏まえ、構成団体で協議の上、対応する。 

 

２ 事務局会議の設置 

(1) 委員会の適切な運営に資するため、事務局会議を設置する。 

(2) 事務局会議の構成メンバーは、愛知県農林水産部畜産課職員、名古屋市財政局財

政部資金課職員及び豊明市行政経営部財政課職員とする。 



（参考） 審議会等の基本的取扱いに関する要綱（平成１４年４月１日） 

 

第８条 附属機関の会議は、法令等又は条例により非公開とされている場合を除き、

原則として公開するものとする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合であ

って、当該附属機関が会議の一部又は全部を公開しない旨を決定したときは、この

限りでない。 

(1) 愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号）第７条に規定する不開

示情報（以下「不開示情報」という。）が含まれる事項に関して調査審議等を行

う場合 

(2) 会議を公開することにより、当該会議の適正な運営に著しい支障が生ずると認

められる場合 

２ （略） 

３ 所管部局長等は、当該附属機関の会議の終了後は、速やかに当該会議の名称、開

催日時、開催場所、議題、審議の概要、出席者数、傍聴者数、問い合わせ先等を記

載した議事概要を、不開示情報に該当するものを除き、会議資料、その概要その他

の議事概要を理解する上で必要なものと合わせて公表するものとする。 

４ （略） 

 

第９条 １～８ （略） 

９ 附属機関に類する会議の公開については、第８条の規定を準用する。 

 

 

（参考） 愛知県情報公開条例（平成１２年愛知県条例第１９号） 

 

（行政文書の開示義務） 

第七条 実施機関は、開示請求があったときは、開示請求に係る行政文書に次の各号に掲げる情

報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが記録されている場合を除き、開示請求をした

ものに対し、当該行政文書を開示しなければならない。 

一 法令若しくは条例の定めるところにより、又は実施機関が法律若しくはこれに基づく政令

の規定により従う義務のある主務大臣その他国の行政機関の指示により、公にすることがで

きないと認められる情報 

二 個人に関する情報（事業を営む個人の当該事業に関する情報を除く。）であって、当該情

報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができるもの

（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別することができることとなるものを含

む。）又は特定の個人を識別することはできないが、公にすることにより、なお個人の権利

利益を害するおそれがあるもの。ただし、次に掲げる情報を除く。 

イ 法令若しくは条例の定めるところにより又は慣行として公にされ、又は公にすることが

予定されている情報 



ロ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にすることが必要であると認められ

る情報 

ハ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和二十二年法律第百二十号）第二条第一項に規

定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成十一年法律第百三号）第二条第二項に規定

する特定独立行政法人の役員及び職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人等の保

有する情報の公開に関する法律（平成十三年法律第百四十号）第二条第一項に規定する独

立行政法人等をいう。以下同じ。）の役員及び職員、地方公務員法（昭和二十五年法律第

二百六十一号）第二条に規定する地方公務員並びに地方独立行政法人の役員及び職員をい

う。）である場合において、当該情報がその職務の遂行に係る情報であるときは、当該情

報のうち、当該公務員等の職及び氏名並びに当該職務遂行の内容に係る部分（当該公務員

等の氏名に係る部分を公にすることにより当該個人の権利利益を不当に害するおそれが

ある場合及び当該公務員等が規則で定める職にある警察職員である場合にあっては、当該

公務員等の氏名に係る部分を除く。） 

ニ 当該個人が、実施機関が行う事務又は事業で予算の執行を伴うものの相手方である場合

において、当該情報がこの条例の目的に即し公にすることが特に必要であるものとして実

施機関の規則（警察本部長にあっては、公安委員会規則。第二十三条第二項及び第三項並

びに第二十七条において同じ。）で定める情報に該当するときは、当該情報のうち、当該

相手方の役職（これに類するものを含む。以下同じ。）及び氏名並びに当該予算執行の内

容に係る部分（当該相手方の役職及び氏名に係る部分を公にすることにより当該個人の権

利利益を不当に害するおそれがある場合にあっては、当該部分を除く。） 

三 法人（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）その他の団体

（以下「法人等」という。）に関する情報又は事業を営む個人の当該事業に関する情報であ

って、次に掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、公にする

ことが必要であると認められる情報を除く。 

イ 公にすることにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当な利益

を害するおそれがあるもの 

ロ 実施機関の要請を受けて、公にしないとの条件で任意に提供されたものであって、法人

等又は個人における通例として公にしないこととされているものその他の当該条件を付

することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると認められるもの 

四 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行その他の公共の

安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると実施機関が認めることにつき相当の理由が

ある情報 

五 県の機関並びに国、独立行政法人等、他の地方公共団体及び地方独立行政法人の内部又は

相互間における審議、検討又は協議に関する情報であって、公にすることにより、率直な意

見の交換若しくは意思決定の中立性が不当に損なわれるおそれ、不当に県民の間に混乱を生

じさせるおそれ又は特定の者に不当に利益を与え若しくは不利益を及ぼすおそれがあるもの 

六 県の機関又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う事

務又は事業に関する情報であって、公にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務

又は事業の性質上、当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

イ 監査、検査、取締り又は試験に係る事務に関し、正確な事実の把握を困難にするおそれ

又は違法若しくは不当な行為を容易にし、若しくはその発見を困難にするおそれ 

ロ 契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国、独立行政法人等、地方公共団体又は地方独

立行政法人の財産上の利益又は当事者としての地位を不当に害するおそれ 

ハ 調査研究に係る事務に関し、その公正かつ能率的な遂行を不当に阻害するおそれ 

ニ 人事管理に係る事務に関し、公正かつ円滑な人事の確保に支障を及ぼすおそれ 

ホ 国若しくは地方公共団体が経営する企業又は独立行政法人等若しくは地方独立行政法

人に係る事業に関し、その企業経営上の正当な利益を害するおそれ 



前回実施したあり方懇談会以後の動きについて 
 

 Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８ Ｈ１９ Ｈ２０ Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

構 成団 体の

取り組み 
(経営見直し等) 

(H16.4) 

「名古屋競馬のあり方

懇談会」の設置 
・懇談会     ７回
・小部会       ５回
・他場調査      １回
・ 競馬議会との意見交換 １回
 
(H16.12) 
あり方懇談会が構成団
体に対して提言 
〔提言内容〕 
◎廃止、存続の両論併記
 
(H17.2) 
平成17年度から平成19
年度までの経営状況を
もって存廃を判断する
方針を決定 

  
(H19.11) 
経営再建計画への取り

組みにより、H17､18 と

単年度黒字を確保し、今

後も単年度黒字を確保

することができる見込

みであることから、知事

が名古屋競馬の存続を

決定。 

 

  
 

 
(H24.4) 
「名古屋競馬経営検討

委員会」の設置 

 

 

競 馬組 合の

取り組み           

馬券売上額 １７,２１９百万円 １７,８８８百万円 １７,０５０百万円 １８,７７２百万円 １８,５７２百万円 １９,４５４百万円 １６,０４９百万円
   

単年度収支 △３２８百万円 ４６百万円 ３２百万円 ６３百万円 １６５百万円 ２百万円 △２８３百万円
   

累積赤字 △４,００５百万円 △３,９５９百万円 △３,９２７百万円 △３,８６３百万円 △３,６９８百万円 △３,６９５百万円 △３,９７８百万円
   

 

(H17.3)
経営再建計画
の策定 

(H20.1)
中期振興計画
の策定 

･３連勝式馬券

の発売 

･JBC競走の開催

･競馬場施設の

リニューアル 

･インターネッ

トによる馬券発

売・映像配信 

・高いファンサービスと魅力ある番組の提供 
・馬券発売体制の拡充 
・競馬関係者の経済的安定と馬資源確保のための収益還元 
・計画的な施設設備の更新と戦略的施設設備改修 

経営再建計画への取り組み 中期振興計画への取り組み 

・リレーナイター

発売の拡充 
・他地区競馬場と

の連携による広

域発売の拡充 

･大型映像装置、

第３スタンド、馬

場の改修 
･JBC競走の開催 

・パドック改修 
･ファンスペース部

分の空調改修 

･ＣＳ無料放送 
･ケーブルテレビ

によるダイジェ

スト放送 
･ホームページの

リニューアル 

資 料 ５ 

・大須ミニ場外設置 



参考資料

「名古屋競馬のあり方懇談会」の提言について（要約）

「名古屋競馬のあり方懇談会」の提言（平成１６年１２月２７日）の内容（両論併記）

「もはや経営再建は困難であり、廃止を決断すべきである。」 「期限を設けて再建のために最大限努力し、再建が困難となれば、

速やかに廃止を決断する。」

○ 地方競馬の第一の目的である地方財政への寄与をしていないという現状 ○ 過去に地方自治体へ財政貢献してきたことや競馬関係者も多く、また、

においては、名古屋競馬を開催する今日的な意義は認められない。 地域経済への影響も少なくないことから、経営改善の可能性を探る努力

また、経営改善を図るための応急対策やナイター競馬等の売上振興策を が必要である。

行っても、赤字額は一時的に縮小するものの、根本的な赤字解消には結び 競馬組合が、現在取り組んでいる、経営改善計画では、単年度収支の

つかず、その結果、構成団体の負担増につながり、県民、市民に負担を強 黒字化という目標は達成が不可能な状況である。しかし、一方で、全国

いることになる。さらに、以下に掲げる問題点があり、起死回生の経営改 の地方競馬主催者の中には、経営再建に向け努力しているところも見受

善策は無いに等しいと言え、そのような中で、名古屋競馬を存続する意義 けられるので、これが最後に残された道という意識をもって、以下の売

を認めることはできない。 上振興策やコスト削減に取組み、単年度収支の黒字化を図ることを求め

したがって、責任を持って単年度黒字に転換し赤字を解消できる振興策 たい。

を提案できない以上、廃止を決断すべきである。 なお、この単年度収支の黒字化は、名古屋競馬が存続していくための

条件であって、これ以上赤字が増大することは許されない。従って、こ

れまで２度にわたり実施してきた経営改善計画の実績を踏まえて、再建

○ 問題点 のための期間を設け、出来うる限りの努力を行った結果、収支の改善が

・ 最近における急激な売上の落ち込み 見られず、単年度収支の均衡が見込まれない場合には、速やかに廃止を

・ 競馬制度上の問題 決断する必要がある。

・ 生活・趣味の多様化

・ 施設改修の困難性 ○ 売上振興策等

・ ナイター競馬開催の困難性 ・ ＰＲ活動の積極的な展開

・ 財政支援の困難性 ・ 施設の改修によるイメージアップ

・ 資金繰りの行き詰まり ・ 場外発売所の設置及び広域場間場外発売の展開

・ 笠松競馬の影響 ・ 魅力あるレースの提供

・ 新種馬券（三連勝式・重勝式）の導入

・ 電話・インターネット投票の拡大

・ 固定経費の削減

・ 国、日本中央競馬会及び地方競馬全国協会等への要請





資料７ 

今後の名古屋競馬経営改革委員会の進め方 

 

 項  目 時  期 検  討  内  容 

 

第１回委員会 

 

４月１２日 (1) 運営要領について 

(2) 前回実施したあり方懇談会以後の動きについて

(3) 愛知県競馬組合の経営状況について 

 

第２回委員会 

 

７月 
(1) 名古屋競馬平成23年度決算見込み 

(2) 前回のあり方懇談会で指摘された問題点の再検

証 

(3) 現地調査（名古屋競馬場、弥富ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ） 

《以後、おおむね２～３か月に１度を目途に開催を予定》 

最終委員会 ２５年度前半 (1) 提言案の取りまとめ、公表 

 

 


